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２０２２年（令和４年）４月の成年年齢引下げに伴う消       

費者被害防止のための施策を求める会長談話  

 

１ 談話の趣旨 

国に対し、成年年齢を引き下げる「民法の一部を改正する法律」制定

の際の参議院附帯決議の内容とされた各課題に対する措置の速やかな実

現を求める。  

 

２ 談話の理由 

（１）民法の成年年齢を２０歳から１８歳に引き下げる「民法の一部を改

正する法律」（平成３０年法律第５９号。以下「本法律」という。）が

２０２２年（令和４年）４月１日に施行された。 

（２）２０２１年（令和３年）１１月１９日、当会は「成年年齢引下げに

伴う消費者被害防止のための施策ないし施行日の延期を求める会長

声明」を発出した。しかし、その後も以下の問題点を看過し、消費者

被害防止のための充分な施策がなされずに本法律が施行されたこと

について、当会は、改めて抗議するものである。  

（３）未成年者は、消費者トラブルから保護するための手段として未成年

者取消権（民法５条２項）により保護されてきた。しかし、成年年齢

引下げに伴い、１８歳１９歳の若者は未成年者取消権を失う結果、社

会経験に乏しく判断能力も未熟な未成年者の被害が、従来よりも拡

大・深刻化することが想定される。  

（４）このような問題につき、民法の成年年齢引下げについての２００９

年（平成２１年）１０月の法制審議会においても、結論としては成年

年齢の１８歳への引下げを適当としながらも、①若年者の自立を促す

ような施策や消費者被害の拡大のおそれを解決する施策が実現され

ること、②施策の効果が十分に発揮されること、③施策の効果が国民

の意識として現れることが引下げの前提条件とされていた。この意見



を受けて２０１８年（平成３０年）の通常国会に法案が提出されたが、

条件整備のほとんどがいまだ達成されていなかったため、本法律の施

行日は、成立後３年１０か月という異例の長期の準備期間をおいた２

０２２年（令和４年）４月１日とされた。  

（５）また、本法律成立に際しては、参議院法務委員会において全会一致

で附帯決議がなされ、そこでは、①知識、経験、判断力の不足など消

費者が合理的な判断をすることができない事情を不当に利用して勧

誘し契約を締結させた場合における消費者の取消権（いわゆるつけ込

み型不当勧誘取消権）を創設すること（法成立後２年以内）、②若年者

の消費者被害を防止し救済を図るために必要な法整備を行うこと（法

成立後２年以内）、③マルチ商法等への対策について検討し、必要な措

置を講ずること、④消費者教育の充実を図ること、⑤１８歳、１９歳

の若年者への周知徹底や社会的周知のための国民キャンペーン実施

を検討すること、⑥施行日までに措置の実施、効果、国民への浸透に

ついて検討し、その状況を公表することなどが求められた。これらは、

法制審議会の示した前提条件を達成しないまま本法律が成立したと

いう状況を踏まえ、本法律施行までに必ず実現しなければならない施

策として示されたものであった。  

（６）しかし、以下の通り、附帯決議が求める施策の実施は、いずれも不

十分なまま２０２２年（令和４年）４月に本法律は施行された。  

特に、つけ込み型不当勧誘取消権の創設に関しては、２０１７年（平

成２９年）９月から２０１８年（平成３０年）６月まで開催された「若

者の消費者被害の心理的要因からの分析に係る検討会」において若者

の消費者被害に遭う心理的要因を分析した結果、情報商材被害やマル

チ商法被害を筆頭とした、高揚感あるいは期待感をあおられて契約に

至る被害類型や、本来の意思決定から注意がそれたり思考の範囲が狭

まったり、思考力が低下した心理状態（浅慮）で契約に至る被害類型

が多く見受けられることから、２０１９年（平成３１年）２月から同

年９月まで開催された「消費者契約法改正に向けた専門技術的側面の

研究会」などでは、これら被害を救済する規定の必要性が強く指摘さ

れてきたところである。これら検討会、研究会の報告を受け、また、

２０１８年（平成３０年）消費者契約法改正時の附帯決議でもつけ込

み型不当勧誘取消権の創設が求められていることから、２０１９年（令

和元年）１２月から「消費者契約に関する検討会」が開催されてはい



るものの、今現在においても、具体的規定の創設については何ら整備

されていない。その一方で、消費者教育については、２０１２年（平

成２４年）１２月に「消費者教育の推進に関する法律」が施行され、

国や地方公共団体が消費者教育の推進に関する諸施策を策定及び実施

する責務を有することが明記されたが、現在においても、同法に基づ

く消費者被害の予防につながる実践的な消費者教育が全国的に十分に

行われているとはいえない。さらに、成年年齢引下げ自体の周知はさ

れていても、その弊害としての成年年齢引下げに伴う１８歳、１９歳

の若者の未成年者取消権の喪失による消費者被害拡大のおそれについ

ての周知徹底がなされているとは言い難い。  

（７）よって、当会は、国に対し、成年年齢を引き下げる「民法の一部を

改正する法律」制定の際の参議院附帯決議の内容とされた各課題に対

する措置が実現されないまま本法律が施行されたことについて、改め

て抗議するとともに、同措置の速やかな実現を求めるものである。  

以上  


